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はじめに 
 

地域経済を取り巻く環境は依然厳しく、人口減少・高齢化がますます加速する中で、

地域の活力低下が懸念されています。また、近い将来発生が危惧される大規模地震や

それに伴う津波、年々厳しさを増す風水害への備えが必要です。 

こうした課題をふまえ、平成 28年４月に策定した「みえ県民力ビジョン・第二次

行動計画」において、県民の皆さんの命や生活に甚大な影響を及ぼす災害の発生に備

えるため、地震・津波や風水害などの防災対策に取り組むとともに、県民の皆さんの

利便性や安定した生活の確保、国内外との交流や地域の経済活動の活性化のための基

盤整備に取り組むこととしています。 

建設業は、これら県民の皆さんに必要不可欠な社会資本の整備・維持修繕はもとよ

り、災害時の安全・安心の確保や地域の雇用の創出など、重要な役割を担っています。

しかしながら、就業者の高齢化、若年就業者の減少が進行しており、建設企業の経営

環境は厳しい状況となっています。 

そこで、新たに受注者目線で課題をとらえ、建設業の将来のめざす姿を見据え、建

設業の活性化が実感できることをめざして、平成 31年度までの「新三重県建設産業

活性化プラン」をとりまとめました。 

今後も引き続き、建設業界と県が取組を進め、地域の建設業が活性化し、「新しい

豊かさ」を享受できる三重づくりを着実に進め、命と暮らしの安全・安心の確保、地

域経済の躍動に努めていきたいと考えています。 

 

 

 

 

 

平成 29年４月 

  

               三重県知事 鈴木 英敬 
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１ 策定趣旨 

 

普段、通行している道路や、洪水を防ぐ河川堤防の整備などは、建設業が担っています。

これらの社会資本を整備し、適切に維持管理をすることで、物流の高度化や洪水・浸水の

被害の軽減など、その機能が発揮され、県民の皆さんの安全・安心で快適な生活、高度な

経済活動が成り立っています。 

これまで質の高い社会資本を整備し、維持修繕を行ってきたのが優良な建設業であり、

今後も社会資本の整備、維持修繕は地域の建設業が担うことになります。 

また、地域の建設業は東日本大震災や熊本地震などの災害時に、道路啓開や応急対応な

どにあたり、緊急物資の輸送や二次災害の防止に貢献しました。 

このように、将来にわたり重要な役割を担い、必要とされる建設業ですが、計画的・安

定的な受注ができないなど、建設企業を経営していくことが困難な状況となっています。 

そのため、建設業の活性化が実感できることをめざして、「新三重県建設産業活性化プ

ラン」を策定します。 

 

２ 新三重県建設産業活性化プラン取組方針 

 

建設業の活性化のためには、すべての建設企業の自助努力が不可欠ですが、建設企業が

取り組むことのできない入札・契約制度の改善を中心に県が本プランに基づき、活性化に

向けた取組を進めます。 

 

３ 計画期間 

 

「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」の期間と合わせて、平成 31 年度までとしま

す。 

  

４ 将来ビジョン 

 

建設業の将来ビジョンを、引き続き、「技術力を持ち地域に貢献できる建設業～確かな

技術で地域に必要とされ未来に存続する～」とし、その実現に向けて取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

将来ビジョン 
 

技術力を持ち地域に貢献できる建設業 
～確かな技術で地域に必要とされ未来に存続する～ 
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（２）地域の安全・安心を担う建設業 

 

建設業は、局地的な豪雨の頻発や、南海トラフ地震の発生が危惧される中で、災害

発生時における復旧・復興という重要な役割を果たします。そのために、発災後に迅

速に復旧・復興作業に対応できる能力を持ち続け、地域の安全確保に欠かせない建設

企業として存在することをめざします。 

 

● 近年の災害における建設業の対応状況 ～平成 28年台風 16号災害ほか～ 

 

平成 28 年は台風 16 号などの豪雨により、桑名建設事務所管内一般国道 421 号に

おいて、法面崩壊が発生し、車道に土砂が流出しました。また、熊野建設事務所管

内においても、一般国道 169 号で法面崩壊が発生し、通行不能となりましたが、応

急工事により短期間で復旧しました。 

このように、近年、豪雨・台風による災害は度々発生していますが、その都度、

地域の建設業が迅速に対応し、早期の復旧に寄与しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域の建設業の災害対応 

一般国道 421号 被災状況 一般国道 421号 応急対応状況 

一般国道 169号 応急対応状況 一般国道 169号 被災状況 
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６ 建設業をとりまく現状 

（１） 確かな技術力を持つ建設企業 

１. 県内における建設投資 

県内の建設投資は、平成３年度の１兆 4,658 億円をピークに減少しており、平成 26 年

度には 6,761億円とピーク時の半分以下となっています。 
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図 2．県内における建設投資額（公共投資及び民間投資） 
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２. 三重県における公共予算額 

本県の公共予算額は、平成 12年度の 1,545億円をピークに減少しており、平成 28年度

は 599億円とピーク時の約 40％となっています。 

 

 

３. 国土交通省発注工事における受注状況 

平成 27年度の国土交通省の発注した三重県内の建設企業が参加可能な工事（一般土木）

は、約 198 億円でしたが、三重県内の建設企業がすべて受注しているわけではなく、約

24％（約 47億円）の工事は三重県外の建設企業が受注しています。 

 

表 1．国土交通省発注工事における受注状況       （百万円） 

三重県内の建設企業が

受注した金額 
他県の建設企業が受注した金額 

合計 

 このうち、施工

箇所が三重県内 

このうち、施工

箇所が三重県外 

このうち、施工

箇所が三重県内 

このうち、施工

箇所が三重県外 

15,159 0 2,604 2,075 19,838 

出典：国土交通省 入札・契約情報 
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出典：三重県県土整備部 





 

8 

６. １級土木施工管理技士の年齢構成 

県内の１級土木施工管理技士のうち、39 歳以下の１級土木施工管理技士が占める割合

は、平成 17年度は全体の約 22％でしたが、平成 27年度は約 14％まで低下しました。 

 

 

 

７. 総合評価方式における配置予定技術者の平均年齢 

平成 27年度に県が総合評価方式で発注した工事の配置予定技術者の平均年齢は約 49

歳であり、若手技術者が工事を担当する機会が減少しています。 

 

表 2．総合評価方式工事における配置予定技術者の平均年齢 

総合評価方式による入札件数 平均年齢 

296 49.1 

出典：三重県県土整備部 
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出典：三重県土木施工管理技士会 

1.9% 

19.9% 

32.5% 

30.5% 

15.2% 

0.4% 

21.5% 

28.9% 

32.3% 

16.8% 

0.4% 
13.2% 

29.8% 

33.3% 

23.3% 

2,355 

2,008 2,076 





























 

22 

８ 具体的な取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

確
か
な
技
術
力
を
持
つ
建
設
企
業 

取組１ 他機関発注工事の受注を可能とする技術力 

●総合評価方式対応力向上の取組 

●国等に対する県内建設企業受注機会拡大の要望 

●生産性向上に向けた取組 

●積算能力の向上の取組 

取組２ 技術力向上に向けた取組 

●総合評価方式適用下限価格の引き下げ 

●若年就業者等の定着に向けた計画的な育成・支援  

●技術者・技能者の技術力向上のための研修の支援  

●優良工事の表彰 

●建設キャリアアップシステムの活用の検討 

●総合評価方式における工事成績評価方法の見直し 

取組３ 若手技術者が活躍する場の創出 

●若手技術者対象工事の発注  

●熟練技術者が若手技術者を支援する仕組みづくり 

地
域
に
必
要
と
さ
れ
る
建
設
企
業 

取組４ 建設企業の連携による包括的な維持修繕の促進 

●地域維持型業務委託の改善と拡大 

●地域維持型工事発注の実施 

●維持修繕を担う企業体の企業間の役割の見直し 

取組５ 大規模災害発生後の復旧体制の確立 

①災害復旧対応能力維持の取組 

●災害対応訓練の実施 

②災害復旧対応体制維持の取組 

●地域を支える建設企業の育成 
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未
来
に
存
続
す
る
建
設
企
業 

取組６ 計画的・安定的な受注・経営が可能となる入札制度への改善 

①計画的・安定的な受注のための取組 

●地域機関ごとの事業規模の明確化 

●公共工事の発注見通しの改善 

●受注機会均等化の取組 

②建設企業の協業化を進めるための取組 

●入札参加業者数の改善 

●管内下請の導入 

③月別受注量の平準化の取組 

●ゼロ県債・債務負担行為の活用  

●余裕期間制度の導入と活用 

取組７ 適正な利潤が確保できる入札制度への改善 

①工事単位の利益率の向上の取組 

●適正な予定価格の設定  

●総合評価方式における価格評価方法の見直し 

●低入札価格調査制度の改正  

●現場状況の変化に対応した適切な設計変更  

●標準工期の見直し 

②受注者の事務負担等の軽減取組 

●ヒアリングなし型の総合評価方式の拡大 

●総合評価方式における提出書類の簡素化  

●電子化の推進 

●円滑な工程管理に向けた受発注者間等の情報共有  

③下請企業（技能労働者）の利潤確保 

●「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の活用 

●技能労働者の賃金等の調査の実施 

●重層下請の改善  

●総合評価方式適用下限価格の引き下げ（再掲） 

取組８ 入職促進の取組 

●入職促進のための教育機関への働きかけと多様な県民への

インターンシップの支援 

●建設業の理解のためのＰＲ 

取組９ 完全週休二日制など労働環境改善の取組 

●「土日完全週休二日制」を条件とした入札の試行・拡大  

●安全な職場環境づくりの促進  

●女性就業者の職場環境の改善 
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新三重県建設産業活性化プラン・取組 

 

 

 
 

取組１ 他機関発注工事の受注を可能とする技術力 
 

１－１ 総合評価方式対応力向上の取組 

 

県内建設企業が国等の他機関発注工事も受注できる技術力を身につけるた

め、総合評価方式において、建設企業の技術力や配置予定技術者の技術力を

継続して評価するとともに、他機関の総合評価方式の評価項目を参考にして、

他機関発注工事の受注拡大につながる評価項目等の見直しを検討します。 

 

１－２ 国等に対する県内建設企業受注機会拡大の要望 

 

県内建設企業が国等の工事を受注することができるよう、国等の発注機関

に対し、意見交換会等各種会議の中で県内建設企業の積極的な活用を申し入

れます。 

 

１－３ 生産性向上に向けた取組 

 

現場条件にあった効率的、効果的な施工を行うため、プレキャスト製品の

利活用を促進します。 

また、建設ＩＣＴの活用（土工）についても、建設機械の普及状況や県内

建設企業の対応状況等を見つつ、国土交通省の施工事例などから、県の工事

においても生産性の向上が図られると判断できる場合には導入します。 

 

１－４ 積算能力の向上の取組 

      

工事費積算能力の向上のため、積算参考資料の見直しを実施したうえで、

予定価格の事後公表の拡大に取り組みます。 

  

確かな技術力を持つ建設企業 
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新三重県建設産業活性化プラン・取組 

 

 

 
 

取組２ 技術力向上に向けた取組 

 

２－１ 総合評価方式適用下限価格の引き下げ 

 

建設企業が持っている技術力の維持、向上のため、総合評価方式の適用下

限価格を引き下げ、総合評価方式の適用範囲を拡大します。 

 

２－２ 若年就業者等の定着に向けた計画的な育成・支援 

 

若年就業者等の定着に向け、計画的な育成を図るため、「スキルマップ」に

基づいた研修や資格取得などを支援します。 

 

２－３ 技術者・技能者の技術力向上のための研修の支援 

 

受注者のニーズをふまえ、技術力の維持・向上に資するよう、（公財）三重

県建設技術センターにおける研修の充実を支援します。 

 

２－４ 優良工事の表彰 

 

技術者のモチベーションの維持・向上のため、優良な工事を施工した建設

企業及び技術者を対象とする優良工事表彰を実施します。 

  

２－５ 建設キャリアアップシステムの活用の検討 

 

国が取り組む建設キャリアアップシステムについて、国の取組状況や技能

労働者の登録状況の推移を注視し、建設企業の技術力向上に資するよう、活

用方法を検討します。 

 

２－６ 総合評価方式における工事成績評価方法の見直し 

 

建設企業が持っている技術力を適正に評価するため、総合評価方式におけ

る工事成績の評価方法について見直します。 

 

 

確かな技術力を持つ建設企業 
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新三重県建設産業活性化プラン・取組 

 

 

 
 

取組６ 計画的・安定的な受注・経営が可能となる入札制度への改善 

 

①計画的・安定的な受注のための取組 

 

６－１ 地域機関ごとの事業規模の明確化 

 

建設企業の計画的な経営が可能となるよう、地域機関ごとに複数年の主要

な事業の実施計画を公表します。 

 

６－２ 公共工事の発注見通しの改善 

 

建設企業が当該年度の工事の受注計画を立てられるよう、早期に公共工事

の発注見通しを公表するように見直します。 

 

６－３ 受注機会均等化の取組 

 

建設企業が安定的に適正な利潤を確保しながら工事の受注機会を確保する

ために、総合評価方式の一括審査方式の適用拡大や一抜け方式の適用を進め

ます。 

 

②建設企業の協業化を進めるための取組 

 

６－４ 入札参加業者数の改善 

 

入札参加業者数の改善を図り、建設企業の協業化につなげるため、総合評

価方式適用下限価格の引き下げや、災害復旧時における指名競争入札の活用

を推進します。 

  

６－５ 管内下請の導入 

 

建設企業の協業化を進めるため、管内業者が優先的に下請できるように取

り組みます。 

  

未来に存続する建設企業 
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新三重県建設産業活性化プラン・取組 

 

 

 
 

取組７ 適正な利潤が確保できる入札制度への改善 

 

①工事単位の利益率の向上の取組 

 

７－１ 適正な予定価格の設定 

 

担い手の中長期的な育成・確保のための適正な利潤が確保できるよう、市

場における労務、資材等の取引価格、施工の実態等を的確に反映した予定価

格とするため、労務費や建設資材などの設計単価を早期に改訂します。また、

単価の更新頻度や設計単価表掲載品目の見直しを検討します。 

 

７－２ 総合評価方式における価格評価方法の見直し 

 

建設企業が適正な利潤を確保できるよう、総合評価方式において、価格評

価方法を見直します。 

 

７－３ 低入札価格調査制度の改正 

 

適正な利潤を確保できる契約となるよう、低入札価格調査制度を見直し、

ダンピング受注などを防止するなど制度改正を行います。 

  

７－４ 現場状況の変化に対応した適切な設計変更 

 

適切な設計変更を実施するため、受発注者の共通の目安を示す「三重県設

計変更ガイドライン」の効果を検証し、より活用しやすいものに見直したう

えで、適切な運用を行います。また、「工事一時中止ガイドライン」を新たに

策定し、適切な運用を行います。 

 

７－５ 標準工期の見直し 

 

工期は、休日や現場条件等を考慮し設定していますが、現状は工期の延期

や休日での現場作業が多く見られるため、実態を把握したうえで、工期の設

定方法を整理し、標準工期を見直します。 

 

未来に存続する建設企業 



 

34 

②受注者の事務負担等の軽減取組 

 

７－６ ヒアリングなし型の総合評価方式の拡大 

  

総合評価方式において、技術提案のヒアリングに対する負担の軽減を図る

ため、ヒアリングなし型総合評価方式の拡大に向けて取り組みます。 

 

７－７ 総合評価方式における提出書類の簡素化 

 

総合評価方式において入札参加者が提出する書類作成の負担軽減を図るた

め、提出書類の簡素化を進めます。 

 

７－８ 電子化の推進 

 

工事施工段階での効率化・工事事務の簡素化が図られるよう、受発注者間

でのメールを活用した情報共有の推進、電子納品チェッカーの提供に取り組

みます。 

 

７－９ 円滑な工程管理に向けた受発注者間等の情報共有 

 

受注者の効率的な施工管理などのため、「受発注者間の協議における回答予

定日を明確にする取組」の実施を全庁的な取組として拡大します。また、設

計思想の共有化のため、「工事監理連絡会」についても、全庁的な取組として

拡大します。 
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新三重県建設産業活性化プラン・取組 

 

 

 
 

取組８ 入職促進の取組 

 

８－１ 入職促進のための教育機関への働きかけと多様な県民への

インターンシップの支援 

 

新規入職者確保のため、普通科高等学校等も対象に進路指導担当教員に入

職斡旋を働きかけていきます。また、生徒が建設業への就業に対する理解を

深めるため、地域の教育機関と建設企業が連携してインターンシップ（就業

体験）の取組を支援します。さらにインターンシップの対象を障がい者、女

性などへも拡大する取組を支援します。 

 

８－２ 建設業の理解のためのＰＲ 

 

建設業についての理解を深めるため、小中学生や保護者など幅広い層の県

民に対し現場見学会やＰＲ、イベントの実施、建設業の役割や必要性につい

ての啓発などに取り組みます。 

また、建設工事への理解を促し、建設業への就業につなげるため、地域の

教育機関と建設企業の連携により、生徒や教員に建設現場での作業の実態や

最新の技術等を紹介する現場見学会の取組を促進します。 

  

未来に存続する建設企業 
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９ 新三重県建設産業活性化プランの推進 

 

 県民ニーズの変化、国の政策展開や国内外経済の動向など、建設業をとりまく環境は変

化しており、建設業が活性化し続けるためには、そのような状況を着実にとらえ、的確に

対応していかなければなりません。 

 そこで、プランを推進するにあたっては、設定した目標に対する検証を行うとともに、

建設業に関わる関係者間の連携を密にしながら取組を進める必要があります。 

 そこで、建設業界と県が毎年度、意見交換をするとともに進捗管理を行っていきます。 
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（参考資料） 

三重県建設産業活性化プラン検討会議 

（１）設置要領 
 
（設置） 
第１条 三重県の地域における建設業のあるべき姿を実現するための施策をまとめた「新

三重県建設産業活性化プラン」（以下「プラン」という。）を策定するにあたり、
有識者で構成する「三重県建設産業活性化プラン検討会議」（以下「会議」とい
う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、プランの策定に関する事項について、意見を述べるものとする。 
（委員の委嘱、任期） 
第３条 委員は、優れた見識を有する者のうちから、知事が委嘱する。 
２ 前項の規定に関わらず、会議が必要と判断した場合においては臨時的に第三者を委員

とすることができる。 
３ 委員の任期は、会議解散時までとする。 
４ 委員は、その職務を遂行するにあたっては公正不偏の立場で検討・議論をしなければ

ならない。 
（委員長） 
第４条 会議に委員長をおき、委員の互選により定める。 
２ 委員長は、会議を代表し、会議を総括する。 

（会議） 
第５条 会議は、必要に応じて知事が招集し開催する。 
（庶務） 
第６条 会議の庶務は、県土整備部公共事業運営課が行う。 
（その他） 
第７条 この要領に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、知事が別に定め

るものとする。 
  附 則 
   １ この要領は、平成 23年６月 15日から施行する。 
 附 則 
  １ この要領は、平成 27年６月 30日から施行する。 
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三重県建設産業活性化プラン検討会議 委員名簿 

所  属 委員職氏名 

国立大学法人 

三重大学大学院 
教授 酒井 俊典 

東日本建設業保証株式会社 三重支店長 堤 洋司 

三重県信用保証協会 専務理事 
長野 守 

真伏 利典 

公益財団法人 

三重県産業支援センター 
常務理事 永田 慎吾 

三重県中小企業団体中央会 事務局長 別所 浩己 

株式会社 柳川建材店 代表取締役 柳川 貴子 

三重県立津工業高等学校 学校長 村井 司 

伊賀市 建設部理事兼建設部次長 中井 秀幸 

三重県建設産業団体連合会 

(一般社団法人 三重県建設業協会) 

理事 

（副会長） 
山野 稔 

三重県 県土整備部長 水谷 優兆 

 

（２）開催状況（今回のプランに係るもの） 

第１回 平成 27年７月 22日 
第２回 平成 27年 10月 21日 
第３回 平成 28年８月 10日 
第４回 平成 28年 11月 14日 
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新三重県建設産業活性化プラン 

 

技術力を持ち地域に貢献できる建設業 

～確かな技術で地域に必要とされ未来に存続する～ 

 

 

平成 29年４月 

三 重 県 

 

（事務局：三重県県土整備部公共事業運営課） 

 

〒514－8570 

三重県津市広明町 13番地 

電話番号  059-224-2915 

ＦＡＸ   059-224-3290 

E-mail   jigyos@pref.mie.jp 

ホームページ http://www.pref.mie.lg.jp/ 


